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■令和２年３月常任理事会議事録 

１．日  時   令和２年３月５日（木） 

１３：２５～１５：２５ 

２．場  所   日事連会議室 

３．常任理事会構成者総数、定足数及び出席者数 

常任理事会構成者総数１４名、定足数８名、出席者数１３名 

４．出席者及び欠席者の氏名 

出 席 者 

会  長  佐々木宏幸 

副 会 長  岩本茂美、新沼義雄、堂田重明、伊藤光洋、 

児玉耕二、戸田和孝 

専務理事  居谷献弥 

常任理事  庄司雅美・西川英治・濱本泰久 

（３名Ｗｅｂ出席）、 

白井 勇、南 孝雄 

事 務 局  前田、鈴木、千浜、伊東、吉田 

欠 席 者 

常任理事  植村吉延 

５．議  長 

佐々木宏幸会長より議長について諮り、堂田重明副会長を議長   

に選任した。 

６．議事録署名人 

佐々木宏幸会長、堂田重明副会長 

７．議 事 

（１) 専決事項 

１）令和２年度から３年間の既存住宅状況調査技術者講習の実     

施の件 

  居谷専務理事より、資料１によって次の趣旨の説明がなさ  

れた。 

この講習会は３年前の平成２９年度に開始したが、資格の

有効期限３年を迎えるため、平成２９年度の受講者を対象に

更新講習を行うとともに新規講習を実施する。委託費用につ

いては、現行よりも単位会への配分を多くしている。５月か

ら講習を実施するにあたり、単位会へ講習実施要領を示し協

力を依頼するため、理事会に先立ち専決事項として承認いた

だきたい。 

続いて、西川業務・技術委員長より、原則ＤＶＤによる講

習となるが、対面講習も可能であり、講師選定をしっかりし、

受講者が理解しやすいように進めてほしいとの発言がなされ

た。 

議長より令和２年度からの３年間の既存住宅状況調査技

術者講習の実施について諮ったところ、異議なく承認した。 

（２) 協議事項 

１）令和２年度事業計画について 

事務局より、資料２によって令和２年度事業計画策定、総

務・財務、教育・情報、業務・技術、広報・渉外、指導運営、

基本問題検討、法制度対応、災害対策、景観・まちづくり、

適合証明業務登録機関に関するそれぞれの事業計画の内容

の説明がなされた。 

協議の結果、資料２の原案を了承し、３月通常理事会に提

案することを決めた。 

２）令和２年度収支予算について 

事務局より、資料３によって一般会計及び適合証明業務登

録機関特別会計の令和２年度収支予算について、次の趣旨の

説明がなされた。 

一般会計では、講演講習会収入・講演講習会費支出で、既

存住宅状況調査技術者講習の更新講習・新規講習３,１００

名及び建築士事務所３,０００名の受講等を見込んだ予算額

とした他、全国大会が地方の通年開催となったことから、昨

年の福島大会に引き続き同額を全国大会経費支出で計上し
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ている。会費収入及び会誌発行の見直しについては、検討中

のため、昨年と同様の基準で計上した。 

適合証明業務登録機関特別会計では、適合証明技術者の

有効期限毎の登録者数を、３年２,４５０名、２年７００名

及び１年３５０名と想定し予算を計上した。 

次の趣旨の発言がなされた。 

（西川常任理事） 

  ブロック協議会から会費・会誌等について要望が出され

ていたにもかかわらず、２年の任期中に財政検討の結論

が出ず、例年どおりの予算立てとなったのは、我々執行

部の責任である。執行部の意思を示すべき。せめて会誌

くらいは結論づけるべきである。また、次期役員には日

事連の方向性をしっかり決めてほしい。 

（佐々木会長） 

  １２月の全国会長会議でロードマップを示したが、改革

を進めるには３年位必要である。単位会への財政アンケ

ートで参考になるものがあった。これから分析してどう

活用するか進めようとしていたところである。会誌につ

いては、任期中に委員会で検討する。ただ、会誌の発行

を隔月にしたとしても、送料はともかく、編集・印刷の

経費は半分にならない。また、広告料収入が減ることに

なる。 

（白井総務・財務委員長） 

  会誌の送料については、詰める予定。会の基本方針を決

めないと削減の中身を決められない。 

協議の結果、資料３の原案を了承し、３月通常理事会に提

案することを決めた。 

３）第４４回建築士事務所全国大会（福井大会）の実施要項

（青年話創会2020福井大会実施要項含む） 

  について 

堂田全国大会運営特別委員長及び事務局より、資料 

４－１及び４－２によって次の趣旨の説明がなされた。 

令和２年度の福井大会は、大会テーマを「未来を拓く ま

ち・ひと・建築」、大会スローガンを 『「福」居るまちで

考える 考福なまち/次代を担うひと/つなぐ建築』として、

１０月９日を中心に福井市のフェニックス・プラザ等を会場

として開催する。 

１人当たりの大会参加費は４,０００円、パーティ参加費

は１２,０００円、収支予算額は３,５００万円である。また、

大会式典前日の８日午後には、福井パレスホテルで青年話創

会を開催する。青年話創会の参加費は例年どおり無料とし、

懇親会を含む経費（予算１５０万円）は日事連が負担する。 

なお、福井会では、８日夜に「単位会会長懇親食事会（仮）」

を会費制で実施することを検討している。 

協議の結果、資料４－１及び４－２の原案を了承し、３月通常

理事会に提案することを決めた。 

４）令和２年５月からの八丁堀ＮＦビル賃貸借契約更新につい  

  て 

事務局より、資料５によって次の趣旨の説明がなされた。 

令和２年４月末で、日事連事務局が入居する八丁堀ＮＦビ

ルの賃貸借契約が満了となる。契約更新後の賃料について、

当初、坪当たり３５１円増額（５年契約）した賃料が提示さ

れたが、佐々木会長の指示の下、事務局で引き下げ交渉を行

った。交渉を重ねた結果、東京オリンピック・パラリンピッ

クに向け近隣のオフィスの賃料が上昇しており、オーナーは

引き下げを渋ったが、２５年の入居実績と団体としての信用

が評価され、最終的に賃料据え置き（賃料３,９７８円・共

益費１,２１０円／㎡あたり，税別）となった。 

協議の結果、事務局の定期貸室賃貸借契約の更新を３月通常

理事会に提案することを決めた。 

５）省エネ法改正にかかる小規模・非住宅設計者への講習の実  

施について 

    居谷専務理事より、資料６によって次の趣旨の説明がなさ

れた。 

  改正省エネ法の施行により、設計者から建築主への説明義

務が課されることになる。国交省の周知対象計画から外れて

いる小規模非住宅の設計者を対象に制度改正の概要及び計

算法等について講習会を実施し周知したい。講習会の実施に
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あたっては、国交省に国庫補助事業として申請し認められれ

ば、令和３年度にかけて受講料無料で実施する。なお、令和

２年度予算案にこの件は含んでいないため、期中での予算変

更等を想定している。 

協議の結果、資料６の原案を了承し、３月通常理事会に提案す

ることを決めた。 

６）令和２年度共同要望運動の実施について 

南広報・渉外委員長より、資料７によって次の趣旨の説明

がなされた。 

令和２年度の共同要望書は、広報・渉外委員会で協議・検

討した結果、要望先に目を通してもらいやすく限られた時間

の中で端的に要望内容を伝えられるよう、骨子のみとし、詳

細は要望書とは別に説明用資料を作成することとした。単位

会が、説明用資料を共同要望書とあわせて要望先へ提出する

場合、文面を変更せず使用してもらう。ただし、日事連が作

成した説明用資料に加筆修正して要望先へ提出する場合は、

単位会名を入れるようにしてもらう。 

協議の結果、資料７の原案を了承し、３月通常理事会に提案す

ることを決めた。 

７）３月通常理事会の議題及び開催方法等について 

事務局より、資料８によって議題案及び新型コロナウイル

ス感染症対策として書面による理事会決議の可否に関する

定款の説明がなされ、協議の結果、原案のとおり議題を承認

し、対面での理事会は招集せず、書面により表決することと

した。 

（３) 報告事項 

１）青年話創会2019（福島大会）報告書について 

事務局より、資料９によって次の趣旨の説明がなされた。 

令和元年１１月の常任理事会で青年話創会の実施結果に

ついて報告したところだが、今般、福島会青年部が作成され

た報告書を提出している。その内容は、開催概要、テーブル

討議の状況・議事内容及び参加者向けアンケート等である。

報告書は単位会に提供する。 

２）働き方改革に関するアンケートの回答状況について 

    白井総務・財務委員長より、資料１０によって次の趣旨の  

説明がなされた。 

総務・財務の業務改善の課題の一つとして働き方改革に関

するアンケートを実施した。構成員に対し回答率１０％を目

指したが、回答数９７４・回答率６.６％であった。構成員

の切実な声が挙げられており、会の方針・指針を出す上で貴

重な資料となる。アンケートには働き方改革関連法の内容を

理解してほしいとの思いから、改正内容にかかわる質問を盛

り込んだが、まだまだ認識されていなかった。今般は未定稿

として調査報告書を提出したが、今後ワーキンググループで

分析・まとめを行い、単位会に提供したい。 

３）民法改正に対応した四会連合協定建築設計・監理等業務委

託契約約款の改正について 

    居谷専務理事より、資料１１によって次の趣旨の説明がな

された。 

  四会で作業を進めてきた民法改正に対応した四会連合協

定建築設計・監理等業務委託契約約款がまとまった。単位会

で３月下旬から販売できるよう準備等を進めているところで

ある。解説書は７月発行を目途に作業しており、講習会は単

位会・他団体等と調整し開催する。 

４）令和２年度の適合証明技術者の講習・登録申請について 

    居谷専務理事より、資料１２によって次の趣旨の説明がな

された。 

既存住宅の状況調査と住宅金融支援機構の融資に伴う適

合証明については、物件検査のワンストップ化により合理化

を図り、令和２年度以降の適合証明技術者の登録受付は、既

存住宅状況調査技術者の資格を有していることが前提とな

る。資格の有効期限は、既存住宅状況調査技術者の資格有効

期間３年に合わせるため、同資格の受付年に応じた期限に合

わせる。そのため、登録期間・登録料は３つのパターンとな

る。登録料は、従来の２年間の金額をベースに、１年間は 

０.５倍、３年間は１.５倍。受講料・テキスト代は据え置き

とする。登録証明書は、令和３年３月に日事連から登録者へ

発送する予定である。 
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５）品確法改正に伴う運用指針の改正について 

    居谷専務理事より、資料１３によって次の趣旨の説明がな  

された。 

  １月３１日に発注関係事務の運用に関する指針（運用指

針）の改正が公表され、既に単位会にも通知されている。公

共工事の品質確保のため、公共工事に加え、「公共工事に関

する測量、調査及び設計」が対象として追加された。今後、

設計についても「国は、本指針に基づき発注関係事務が適切

に実施されているかについて毎年調査を行い、その結果をと

りまとめ、公表」とし、遵守を促している。 

６）ＣＭ方式検討会での検討状況について 

    居谷専務理事より、資料１４によって次の趣旨の説明がな 

された。 

検討会では、昨年度から契約約款、役割分担表及び業務内

容等を検討してきたが、今年度末にまとめることとしている。

設計団体としては異議・問題点が残っており、ＣＭＲの参加

要件等、検討会で調整していく必要がある。２月に設計三会

から住宅局長に対し、ガイドラインの取りまとめに向けて考

慮してほしい事項を意見書として提出した。 

７）ＢＩＭ推進会議での検討状況について 

    居谷専務理事より、資料１５によって次の趣旨の説明がな 

された。 

  今年度、ＢＩＭの推進を図るため、関係団体を糾合して建

築ＢＩＭ推進会議を国交省に設置し、その下に個別課題に対

応するために建築ＢＩＭ環境整備部会が設けられた。さらに

個別の検討部会で、ＢＩＭモデルの計上と属性情報の標準化、

ＢＩＭを活用した建築確認検査の実施、ＢＩＭによる積算の

標準化及びＢＩＭの情報共有基盤の整備を検討してきた。来

年度以降も精力的に検討することになっている。３月１１日

に予定している第４回建築ＢＩＭ推進会議では、将来像・工

程表の更新（リーフレット）案を策定し、ＢＩＭ標準ガイド

ライン（ＢＩＭワークフロー）案等を含む部会の活動報告や

関係団体の活動報告を実施する予定である。 

８）畜舎建築に係る検討について 

    居谷専務理事より、資料１６によって次の趣旨の説明がな 

された。 

  農水省に設置された「新たな畜舎建築基準等のあり方に関

する検討委員会」に、本会から北海道会の三浦副会長を派遣

して協力することとした。検討委員会の要領案には「畜舎等

の利用実態、建築コストの増加要因、海外の規制等を調査し

た上で、畜舎等を建築基準法の適用の対象から除外する特別

法について検討を行い、結論を得る。」とされている。論点

は、建築基準法の規律の枠外で規律する際の考え方、新たな

制度における規律対象とすべき畜舎の範囲、新たな制度にお

けるソフト基準・ハード基準のあり方、畜舎に係る新基準へ

の適合確認及び新たな制度により建築される畜舎等の集団

規定の適用等である。２カ年でまとめる予定とのことである。 

９）令和２年度の主な会議日程について 

  事務局より、資料１７によって令和２年度の主な会議日程 

について説明がなされた。 

10）会員・構成員異動報告 

事務局より、資料１８によって令和元年１１月から令和２

年１月の単位会別構成員数及び賠償責任保険加入者数等が

報告された。 

11）後援名義等使用の催物について、事務局より資料１９によ 

り報告がなされた。 

12）前回の常任理事会以降の経過報告について、事務局より資 

料２０によって報告がなされた。 

13）その他 

  白井常任理事より、４月に四会連合協定建築設計・監理等

業務委託契約約款が改正されるが、単位会で抱えている旧版

の在庫を、日事連で引き取るか交換する等したらどうかとの

提案がなされた。 

これに対し、堂田副会長より、単位会で適切に処理するし

かない。佐々木会長より、１００年に１度の民法改正と言わ

れているのだからやむを得ない旨の発言がなされ、協議の結

果、日事連では対応しないこととした。 

＜配付資料＞ 
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資料１：令和２年度からの既存住宅状況調査技術者講習の  

実施について（案） 

資料２：令和２年度事業計画書（案） 

資料３：令和２年度収支予算書（案） 

資料４－１：第４４回建築士事務所全国大会（福井大会） 

の実施要項（案） 

資料４－２：青年話創会2020福井大会実施要項（案） 

資料５：令和２年５月からの八丁堀ＮＦビル賃貸借契約更

新について 

資料６：小規模非住宅省エネ関係講習会の実施について 

資料７：令和２年度共同要望運動の実施について 

資料８：令和２年３月通常理事会の議題について 

資料９：青年話創会2019福島大会報告書 

資料10：働き方改革に関する調査報告書 

資料11：令和２年４月１日施行の改正民法に対する「四会

連合協定建築設計・監理等業務委託契約約款（書

類）」の改正について 

資料12：令和２年度以降の適合証明技術者の講習・登録受

付について 

資料13：「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」

改正について他 

資料14：ＣＭ方式（ピュア型）の制度的枠組みに関する検        

討会第４回分科会（建築）資料他 

資料15：建築ＢＩＭの推進に係る今後の取り組み他 

資料16：第１回新たな畜舎建築基準等のあり方に関する検 

討委員会資料 

資料17：令和２年度主な会議日程 

資料18：会員・構成員異動報告等 

資料19：後援・協賛名義使用の件 

資料20：経過報告 

 

■書面決議による理事会 

１．理事会の決議があったものとみなされた事項の内容 

（１）常任理事会専決事項の承認の件 

   令和２年度から３年間の既存住宅状況調査技術者講習の実 

施について 

（２）令和２年度事業計画及び収支予算案について 

（３）第４４回建築士事務所全国大会（福井大会）の実施要項

（青年話創会2020福井大会実施要項含む）案について 

（４）令和２年５月からの八丁堀ＮＦビル賃貸借契約更新につい 

   て 

（５）省エネ法改正にかかる小規模・非住宅設計者への講習の実 

施について 

（６）令和２年度共同要望運動の実施について 

２．決議事項を提案した理事の氏名 

会長 佐々木宏幸 

３．理事会の決議があったものとみなされた日 

令和２年３年３０日 

令和２年３月９日、会長 佐々木宏幸が理事の全員に対して上記

理事会の決議の目的である事項について提案書を発し、当該提案に

つき、令和２年３年３０日、理事の全員から書面により同意の意思

表示を得たので、定款第４３条の規定に基づき、理事会の議決があ

ったものとみなされた。 

 

■第５回業務・技術委員会（Ｗｅｂ会議）議事概要 

日 時  令和２年１月２７日（月）１４：００～１６：３０ 

場 所  日事連会議室（西川委員長、栗田副委員長、伊藤副会長） 

     所属単位会事務局（渡邉委員、乾委員、松村委員、 

宮本委員、井上委員） 

出席者  委 員 長   西川英治 

     副委員長  栗田政明 

委   員  渡邉啓宇、乾 彰宏、松村和夫、 

宮本昌司、井上 彰 

担当副会長  伊藤光洋 

事 務 局  居谷、前田、千浜、野出、岡本、吉田 

欠席者  委   員  臼井勝之 

            

｛配付資料｝ 
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第４回業務・技術委員会議事概要 

資料１：令和２年度 業務・技術に関する事業計画（案） 

資料２：2020年度の建築士事務所賠償責任保険の募集開始につ

いて 

資料３：ＢＩＭと情報環境ＷＧの活動について 

資料４：アンケート調査企画書案 

資料５：既存住宅状況調査技術者講習について 

資料６：小規模非住宅省エネ関係講習会企画（案） 

資料７：構造関係規定のあり方に関する検討会 

資料８：四会連合協定建築設計・監理等業務委託契約約款の改定

予定について  

資料９：令和２年度以降の適合証明技術者の講習・登録申請受付

について 

資料10：各部会の設置状況等について 

資料11：畜舎建築に係る新たな検討 

議 事 

（協議事項） 

１．令和２年度の業務・技術に係る事業計画の立案について 

○資料１により、令和２年度の事業計画について事務局より説明さ

れた。協議の結果、資料１の通り了承された。以下、協議内容。 

・耐震診断・耐震改修を実施する建築士事務所の情報提供である

が、耐震診断・耐震改修はすでに県内では終わっている。 

→耐震診断・耐震改修を行う事務所を一般消費者等が探す場合

に日本建築防災協会のＨＰを通じて検索できるという仕組み

を作っている。 

（報告事項） 

１．各専門委員会・ＷＧよりの報告について 

〇建賠保険の２０２０年度の募集開始について（建賠保険等調査 

専門委員会）（資料２） 

・１月１０日付で各単位会に建賠保険の改定内容と広報・周知の

予定について連絡し、単位会でのＨＰ、メールでの発信などを

通じた会員への周知等を依頼した。 

・２０２０年度の募集スケジュールとしては、１月１０日に現加

入者への満期案内文書の送付、１月１４日にＨＰオープン、２

月５日締め切り（ＷＥＢ申し込みの場合は２月２０日）予定。 

〇ＢＩＭに関するＷＧの活動について（ＢＩＭと情報環境ＷＧ）

（資料３） 

 ・会誌への連載を企画。現在、第５回までが終了している。 

・ＢＩＭについてのアンケートの実施 

→結果の概要版をＨＰに掲載。 

・ＢＩＭセミナーの企画・・宮城でセミナー開催予定。 

・建築ＢＩＭ推進会議への出席、ロードマップの作成等。 

○協議内容 

・会誌への掲載であるが、ＨＰで一連の会誌の記事が読める等が

できないか。 

 →ＢＩＭに限らず会誌記事全般についていえることなので検討

したい。 

〇業務報酬基準の見直しに向けた取り組みついて（業務報酬基準

ＷＧ）（資料４） 

・告示改正の際に業務実態調査アンケートに回答した会員事務

所を対象としたアンケートを実施する予定。アンケート結果を

もとに実態に沿った業務報酬基準のあり方について検討を行

う。 

〇協議内容 

・業務・技術委員会でＷＧの活動をもう少し詳しく報告してほし

い。 

 →告示９８号と１５号との乖離の実態把握のためのアンケート

調査を行うとともにＪＡＡＦ－ＭＳＴを通じてきちんとした

データを出せるようにすることを目指して検討を進めている。 

・ＪＡＡＦ－ＭＳＴで作業時間を明らかにするとともに、働き方

改革などもあり、残業時間の管理もできればと考えている。 

・単位会では地方公共団体と交渉している。情報を共有してお

くことが大事ではないか。 

〇既存住宅状況調査技術者講習について（既存住宅状況調査専

門委員会）（資料５） 

 ・今年度の講習終了者数は１月１７日までで４２８名であった。 

 ・令和２年度の講習については、平成２９年度の受講者を対象に

更新講習を行う予定である。 
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 ・令和２年度は更新講習の開催のほかにテキストの改訂、ＤＶＤ

による講習の開催などを予定している。 

 ・受講料については、新規講習は現行と同じ、更新講習は 

１６,５００円（税込）～１７,０５０円（税込）の間で調整予

定。 

 〇協議内容 

 ・受講料はどの段階で決定するのか。 

  →他団体の動向なども確認しながら調整していく予定である。 

〇省エネ法改正にかかる小規模・非住宅の講習の検討について

（建築の低炭素化・省エネルギー化対応ＷＧ）（資料６） 

 ・改正省エネ法の施行にあたり、現在、周知対象から外れている

小規模・非住宅の設計者に対しての周知を目的に講習の開催を

検討する。 

 ・受講料は無料。国からの補助金を受け、テキスト・ＤＶＤを作

成する予定。 

 ・省エネ講習企画編集サブＷＧを設置して、検討を行う。 

〇構造関係規定のあり方に関する検討会等について（構造技術専

門委員会）（資料７） 

・現在、国交省で構造関係規定のあり方に関する検討会が設置さ

れ、建築基準法の構造関係規定についての検討が開始されてい

る。論点は、時代のニーズにマッチした技術開発を制度的に後

押しするため及び、より安全性を高める構造設計を推進するた

めに何が必要かの２点である。検討会には委員が参画し、構造

技術専門委員会で意見をまとめ、意見提出を行っている。 

・会誌に「四号建築物の構造上の留意点」を掲載して四号建築物

についての住宅プランニングについての留意点を解説している。 

２．民法改正に対応した四会連合協定建築設計・監理等業務委託契

約約款の改正について 

 ○資料８により、民法改正に対応した四会連合協定建築設計・監

理等業務委託契約約款の改正予定について、事務局より説明さ

れた。主な内容は以下の通り。 

・改正民法に対応して、「かし」を「契約不適合」に、時効につ

いては工事請負契約約款に合わせる、債務不履行責任について

は委託者の４つの権利について明確にするなどの改正を予定し

ている。 

・検討スケジュールについては、３月に頒布を開始し、７月以降

に講習会を開催する予定である。 

 〇協議事項 

・契約が解除された後に成果物に不適合が発覚した場合にはどう 

なるのか。 

 →損害を受けているときには損害賠償が請求できる。 

３．令和２年度以降の適合証明技術者の講習・登録申請受付につい

て 

 ○資料９により令和２年度以降の適合証明技術者登録制度の変

更点について事務局より説明された。おもな内容は以下の通り。 

 ・令和２年度の登録より新規・更新ともに適合証明技術者の登録

には既存住宅状況調査技術者の資格が必須となることから、既

存住宅状況調査技術者の登録期間にあわせ、登録期間を１年、

２年、３年の３パターンを用意する。 

 ・登録料については、２年を基準に１年は０.５倍、３年は 

１.５倍とする。講習受講料については変更なし。 

・スケジュールは、５～１０月に登録申請・受講申込を行い７～

１１月に講習を行う予定。適合証明の業務開始は令和３年４月

から。 

４．ＢＩＭ推進会議での検討状況について 

 ○資料１０により、ＢＩＭ推進会議での検討状況が事務局より説

明された。主な内容は以下の通り。 

 ・ＢＩＭ推進会議では、現在、５つの部会が設置されて、それぞ

れの課題について検討している。 

 ・３月開催予定のＢＩＭ推進会議では、将来像・工程表のリーフ

レット案を策定、ＢＩＭ標準ガイドライン案などを含む各部会

の活動報告や関係団体の活動報告を実施する予定。 

 〇協議内容 

 ・ガイドライン案に諸外国ではＢＩＭの活用が進んでいるとある

が、進んでいる国はあるのか。 

  →アジア、ヨーロッパなどでは活用が進んでいる。 

５．畜舎建築に係る検討について 

 〇資料１１により、畜舎建築を建築基準法の適用対象から除外
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し、新たな特別法を措置することが農水省により検討されるこ

ととなり、検討委員会が設置された旨、事務局より説明された。

主な内容は以下の通り。 

 ・当初、日事連としては、畜舎を建築基準法の適用対象から除外

することには慎重であるべきとの立場から検討会への委員の参

加を見合わせていたが、農水省での検討が進み、安全性を担保

するような進め方をするとのことで、検討委員会に参加するこ

ととした。 

 ・２月上旬に第１回の検討委員会が開催され、年度内にまとめる

予定とのこと。 

〇協議内容 

 ・問題が起きたときに関わっていた建築士の責任はどうなるのか。 

 ・何らかの資格者の関与は必要なのではないか。 

 ・建築コストの低減が狙いではあると思うが、危険な道でもある

のではないか。 

６．次回日程 

第６回 令和２年５月１４日（木）１０：００～１２：００ 

（Ｗｅｂ会議）   

 

■第３４回 構造技術専門委員会議事概要 

日   時   令和２年３月１３日（金）１４：００～１６：３０ 

場   所   日事連会議室 

出 席 者   委 員 長   西 邦弘 

副委員長   鈴木正英 

        委  員   仲山雅一、佐藤博昭、山浦晋弘 

        事 務 局   千浜、岡本 

欠 席 者   委  員   木戸 聡、喜々津仁密 

【配付資料】 

 第３３回 構造技術専門委員会議事概要 

資料１    構造関係規定のあり方に関する検討会 意見照 

会回答 

資料２－１  構造技術についての基本知識の情報提供（後編）  

西委員長意見資料 

資料２－２  構造技術についての基本知識の情報提供（後編）  

山浦委員意見資料 

資料２－３  構造技術についての基本知識の情報提供（後編）  

佐藤委員修正資料 

【構造関係規定のあり方に関する検討会資料】 

資料３    ＷＧ活動状況 

資料３－１  告示 平１９国告第５９３号第三号・第四号  

解説抜粋 

資料３－２  木造ＷＧ 構造計算適合性判定に関する資料      

資料４－１  日本建築行政会議の意見 

資料４－２  日本建築構造技術者協会の意見 

資料４－３  日本建設業連合会の意見 

資料４－４  日本建築士事務所協会連合会の意見 

資料４－５  住宅生産団体連合会 

 

議 事 

議題１．構造関係規定のあり方に関する検討会の報告 

〇資料１及び資料３～資料４－５により、西委員長より、構造関係

規定のあり方に関する検討会の報告がなされた。主な内容は以下

の通り。 

・資料３、３－１により、ルート２の規模の場合、剛性率が満足し

ない場合があることや、剛性率の係数が０.６以下でも安全であ

る場合があるため、剛性率が満足しない建築物も、構造耐力上安

全な建築物とできるように検討を行う。 

・資料３－２により、小規模建築物で構造適判を受ける要因の調査

や、構造適判等構造関係規定の審査体制のあり方について検討が

必要ではないかという意見が出された。 

〇各委員・団体からの意見内容 

・資料４－１により、日本建築行政会議から、部分適用を可能とし

た型式適合認定制度の合理化等の意見が出された。 

・清家委員より、プレファブ建築物の改修等について、プレファブ

メーカー以外に依頼できない状況のため、地元の工務店等にも依

頼できるように緩和したほうがよいのではないかという意見が出

された。 

・（一社）日本建築構造技術者協会から、資料４－２により、あと
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施工アンカーに関する検討や、構造設計一級建築士のあり方等に

関する意見が出された。 

・（一社）日本建設業連合会から、資料４－３により、既存改修や

新耐震、既存超高層改修等に関する意見が出された。内容につい

ては、（一社）日本建築構造技術者協会と重複する内容もあると

のこと。また、いつ何を解決してくれるのかも知りたいという意

見や、日本建築学会と構造関係規定のあり方検討会との連携要

望も出された。 

・資料４－４については、日事連からの意見内容として、西委員長

より検討会で報告を行った。その際、制度等をうまく利用できな

いかという意見が出た。 

・（一社）住宅生産団体連合会から、資料４－５により、平均地盤

の考え方や中ボルト、加えて型式認定による建築物を改修する際

は、構造計算を依頼するための予算が確保できないなどの問題に

対する意見が出された。 

・第２回の検討会内容を受けて、資料１に示された（１）～（５）

の意見照会依頼があった。意見照会内容を基に、第３回をメール

会議にて開催予定。検討内容については、随時まとめていく予定。 

議題２．構造技術についての基本知識の情報提供（後編）について 

〇資料２－３により、構造技術についての基本知識の情報提供（後

編）の協議がなされた。主な協議内容は以下の通り。 

【１．留意点における具体策】 

・１ページ図１にも、中心線を記載した方が良いのではないか。 

・後半だけ読んでも理解できる内容とした方が良い。 

・２ページに、屋根面の考え方に関する記載が必要ではないか。 

・「高度な構造計算」という表記については、「許容応力度計算等」

と表記した方が良いのではないか。 

・耐力壁の凡例が必要ではないか。 

・「水平構面」は、「水平構面（Ｘ面）」など、凡例と併せて表記

した方が良いのではないか。 

・図の表現について、黒矢印や赤枠引出し線を用いた解説の記載な

ど、前編と合わせて表記した方が良いのではないか。 

・３ページ図３について、拡大図のみではなく、前編で利用した全

体図も掲載した方が良いのではないか。 

・３ページ図４の解説文は、「２階の耐力壁と柱が丘立ち構造の場

合、直下の梁成を大きくする。」に修正した方が良い。 

・４ページ６行目に記載されている「（Ｌ１＋Ｌ２≧Ｌｗ１＋Ｌｗ

２）」は「（天窓≦開口）」などと表記し、天窓の開口面積を開

口よりも小さく示したほうが、わかりやすいのではないか。 

・４ページ図５、図６の耐力壁の表現は、色を塗るなど、わかりや

すい表現としたほうが良いのではないか。 

・４ページ図５の左図について、力の流れる先が見えないため、全

体の断面図を使用した方が良いのではないか。 

・４ページ下から３行目に記載されている「せん断力」という文言

は、他で記載がないので、地震力とした方が良い。 

・４ページ図６の左図の力の流れを示す矢印については、２つに分

け、Ｙ４通りの矢印は、屋根下の耐力壁まで伸ばす。 

・４ページ図６右図は、図５の右図と同じ図とした方が、良いので

はないか。 

・通り芯の線が濃いため、調整が必要。 

【２．建築基準法と品確法の違い】 

・「準耐力壁を用いた住宅性能表示制度の耐震等級について」とい

う一行は不要。 

・冒頭部分に品確法が制定された主旨や特徴、掲載した３つの理由

などの説明が必要ではないか。 

・６ページ６行目の「４６条」は、政令であるのがわかりにくいの

で、「政令４６条」とした方が良い。 

・６ページ８行目「品確法の耐震等級２と～」から次行「～耐力算

入できる」までを３段落目の前に移動し、準耐力壁の説明が政令

４６条の前になるように調整してはいかがか。 

・６ページ目の準耐力壁の条件には、「１かつ２」など、すべての

条件が必要である旨を記載した方が良いのではないか。 

・耐力壁を示す色を、準耐力壁と異なる色としてはいかがか。 

・「品確法」は「住宅性能表示」とした方が良いのか、確認が必要。 

・７ページの地震力の必要壁量算定式一覧表は不要。 

・１ページの図１で、耐力壁がどの程度必要か示した計算結果を、

８ページへ掲載した方が良いのではないか。 

今後のスケジュール 

2020-4 日事連会務月報                                                    9 

                                                

 



・会誌原稿作成スケジュールは以下の通り。 

 ４／１０（金） 修正原稿アップ。委員へ配布。 

 ４／１７（金） 委員指摘〆切。 

 ５／ ８（金） これまでに指摘対応。指摘内容対応後、原稿最

終修正作業。 

 ５／１５（金） 入稿 

・第３５回構造技術専門委員会  

令和２年５月１８日（月） １４：００～１６：３０ 

（日事連会議室） 

 

■第１６回既存住宅状況調査専門委員会議事概要 

（Ｗｅｂ会議）議事概要 

日   時  令和２年１月２１日（火）１４：００～１５：３０ 

場   所    日事連会議室（栗田委員長、戸井田委員、安藤委員、

渡辺委員、増田委員） 

      所属単位会事務局（樋上委員） 

出 席 者  委 員 長 栗田 政明 

委   員 戸井田秀明、安藤欽也、渡辺猛、増田務、

樋上雅博 

      事 務 局 居谷、千浜、野出、岡本、吉田 

欠 席 者  委   員 須田正美、辻裕樹 

 

【配付資料】 

第１５回既存住宅状況調査専門委員会議事概要 

資料１ 令和元年度 既存住宅状況調査技術者講習 受講者

数一覧 

資料２ 来年度の既存講習の開催予定と検討事項（案） 

資料３ 来年度の新テキスト抜粋（第１章、第３章から抜粋） 

資料４ 講習時間割案 

資料５ ＤＶＤ映像資料 

議 事 

１．今年度の講習結果について 

〇資料１により、今年度の講習結果について、事務局より報告がな

された。主な内容は以下通り。 

・講習申込人数は合計で４４４人。そのうち、実際の受講者が 

４２８人で全員合格であった。その結果、日事連の既存住宅状況

調査技術者の合計登録者数は、約５,０００人程度となった。 

・来年度からは、更新講習が始まる。 

２．来年度の講習対応について 

〇資料２により、来年度の既存住宅状況調査技術者講習の開催予

定と検討事項（案）について、事務局より説明がなされた。主な

内容は以下の通り。 

・新規講習は全国１０ブロックで開催が必要。ただし、沖縄で、毎

年開催しなければならないというのは厳しいため、引き続き国交

省と協議を行っていく。 

・更新講習は平成２９年度の受講者である、約３,７００人を対象

として行っていく。 

・開催日程は令和２年４月～令和３年２月中旬までを予定してい

る。 

・想定受講者数は、新規講習が約１００名。更新講習が約 

３,０００名として想定している。 

・受講料は新規講習が２１,４５０円（税込）とし、更新講習は今

後の状況により決定する。 

・講習開催方法は、新規・更新講習ともにＤＶＤ講習にて行う。対

面講習での講習も可能。 

・質問対応講師は、講師登録をしているものであれば、更新講習の

受講者でも可。 

・令和２年度以降の単位会への委託費用については、日事連と単位

会で１：１の割合を目途に調整している。 

・受講者が少ない会場への補填については、ＤＶＤでの講習形態を

考慮し、新規講習は５人まで、更新講習は補填なしとして検討し

ている。 

・テキストは改定を行い、新規講習及び更新講習で同じテキストを

用いる。 

・考査問題も更新する。新規講習は従前通り考査時間を４０分、設

問数を３０問とし、更新講習は考査時間を２５分、設問数を２０

問で作成している。 

・更新講習を午前中に行うことで、適合証明技術者講習との同日講
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習が可能となる。受講者は更新講習及び適合証明技術者講習それ

ぞれの単独受講も可能。 

・チラシ及びＨＰでのＰＲに加えて、受講対象者への周知メールも

予定している。 

・収支予測の表内の令和２年度の想定受講者数、３,８００人は誤

りで３,０００人が正しい。 

・収支予測は、３年単位で作成している。 

・現状決定している内容については、情報提供として、単位会へ周

知を行う。 

〇協議事項 

・質問対応講師は、対面でないといけないのか。 

 →対面でないといけない。 

・講師の謝金については、５,０００円程度などの目安が必要では

ないか。 

・更新講習の開催日の設定は、適合証明技術者講習と時期を合わせ

た方が良いのか。 

 →特段設定していないが、早めに開催頂いた方が良い場合もある。 

・適合証明技術者には、既存住宅状況調査技術者の資格が必要とな

ることの連絡はしているのか。 

 →すでに連絡済。 

・ＤＶＤはいつ出来上がるのか。 

 →３月上旬を予定している。 

・チラシは日事連で作成するのか。 

 →日事連で作成する予定。 

・更新対象者への連絡方法については、今後検討が必要。 

・ＷＥＢ申込での割引はできないのか。 

 →ＷＥＢ申込システムを採用していない単位会もあり、難しい。 

〇資料３により、テキストの改定状況について、事務局より説明が

なされた。主に変更されるのは１章と３章。 

〇資料４により、講習時間割案について、事務局より説明がなされ

た。質問時間は講習時間内に算入したことで、質問が無かった場

合に時間を短縮できるように調整している。 

〇資料５により、講習ＤＶＤ作成内容について、事務局より説明が

なされ、その後協議がなされた。主な内容は以下の通り。 

・現地調査ＤＶＤについては、受講者のみ閲覧できるようにした方

が良いか。 

 →見られるようにした方が良い。 

３．今後の委員会開催日程について 

・第１７回委員会  

令和２年５月１４日（木） １０：００～１２：００ 

 

■第３３回基本問題検討特別委員会議事概要 

日  時  令和２年２月２７日（木）１０：３０～１２：３０ 

場  所  日事連会議室 

出 席 者  委 員 長 佐々 木宏幸 

委  員 堂田重明、児玉耕二、白井 勇、居谷献弥 

      事 務 局 前田、千浜 

欠 席 者  委    員 伊藤光洋、戸田和孝、宮原浩輔、鈴木勇人、

八島英孝 

＜配付資料＞ 

  第３２回基本問題検討特別委員会議事概要 

資料１ 発注関係事務の運用に関する指針の改正について 

資料２ ＣＭ方式（ピュア型）の制度的枠組みに関する検討会 

  資料３ 働き方改革に配慮した建築設計業務委託のためのガ

イドライン（案） 

資料４ 知的生産者の公共調達に関する法整備連絡協議会 

全体会議 

[議  事] 

１．品確法改正に係る発注関係事務の運用に関する指針の改正につ    

いて 

○居谷委員より資料１により発注関係事務の運用に関する指針の

改正について説明された。おもな内容は以下の通り。 

・運用指針改正のポイントは、災害時の緊急対応の充実強化、公共

工事に加え、公共工事に関する測量、調査及び設計の対象として

の追加、働き方改革、ＩＣＴの推進等による生産性向上の取組に

関連する事項の追加など。 

・測量、調査及び設計に関しては、必ず実施すべき事項としては、

予定価格の適正な設定、低入札価格調査基準又は最低制限価格
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の設定・活用の徹底等、履行期間の平準化、適正な履行期間の設

定、適切な設計変更、発注者間の連携体制の構築などが挙げられ

ている。 

・予定価格の適正な設定については、告示第９８号の遵守を要望し

たが指針には入らなかった。今後、解説書などが作成される際に

その中に入れられるかもしれない。 

・国は、指針に基づき発注関係事務が適切に実行されているかにつ

いて毎年調査を行い、その結果をとりまとめ、公表することとし

ている。 

○次のような意見交換を行った。 

・日事連として細かい文言等で意見は出しているのか。 

・出している。告示第９８号の遵守、設計図書の文言の使用方法、

多様な入札方式の選択・活用についての意見なども出しているが

あまり認められなかった。 

・解説書を作成する際にはこちらには意見照会などはあるのか。 

・建設業課で作成するので意見を言う機会はないかもしれない。 

・最低制限価格は設けられていないのか。 

・会計法上は最低制限価格はない。 

・東京会では毎年要望を提出しており、東京都では来年試行するこ

ととなった。 

・毎年、最低制限価格を設けてほしいという要望を出しているが、

まだ設けられていない。 

・指針では公共発注の責務として、今回、特に設計ということが明

示された。 

・関連情報として、官庁営繕部でアンケートを行ったが、低入価格

調査基準を見直すまでの論拠に乏しい結果となったことが公共

建築設計懇談会意見交換会で報告された。 

２．ＣＭ方式（ピュア型）の制度的枠組に関する検討会での検討状   

況について 

○居谷委員より資料２によりＣＭ方式の制度的枠組に関する検討

会での検討状況について説明された。おもな内容は以下の通り。 

・昨年から検討を続けており、建築と土木に分かれて検討している。 

・最終的には、地方公共団体におけるピュア型ＣＭ活用ガイドライ

ンをアウトプットとして公表する予定。ＣＭＲの制度上の位置づ

けなどは今後も検討が必要とのこと。 

○次のような意見交換を行った。 

・今年度中に検討は終わるのか。 

・２か年の予定なので今年度中に終わる。 

・三会会長の意見書という形でまとめて、関係部署に要望を提出し

た。 

・地方自治体はなかなか発注できる体制にない。 

３．働き方改革に配慮した建築設計業務委託のためのガイドライン

（案）について 

○資料３により居谷委員より働き方改革に配慮した建築設計業務

委託のためのガイドラインが官庁営繕部で検討されていることが

説明された。おもな内容は以下の通り。 

・資料３は公共建築設計懇談会意見交換会で営繕部より示された

資料。工事についてはすでにまとめており、今回、設計について

のガイドライン（案）が示された。６月の営繕主管課長会議で周

知する予定。 

・公共工事の品質確保の促進に関する法律の改正で設計が位置づ

けられたこと、働き方改革の推進に対応する見直しが行われたこ

となどによりガイドライン（案）を作成した。 

・適正な履行期間の設定、手戻り防止ための設計業務プロセス管

理、業務環境の改善と生産性向上、履行時期の平準化と適切な業

務発注などが挙げられている。 

・設計変更のガイドライン（案）は、国の営繕関係の契約における

取り扱いについてまとめたもの。 

・今年度の公共建築設計懇談会のテーマが働き方改革であった。工

期については適正な工期をどうまとめられるか、手戻り防止につ

いては、業務環境改善ＷＧで行ったアンケートでは、問題点や意

見が多数寄せられたが、発注者側の個別の事情によるところが大

きく、なかなかまとめにくい状況である。 

４．知的生産者の公共調達に関する法整備連絡協議会について 

○資料４により居谷委員より知的生産者の公共調達に関する法整

備連絡協議会の状況が報告された。連絡協議会は、知的生産者の

選定は価格ではなく質的な評価によるべきとのことから立ち上げ

られ、法改正を目指しているが、これを受け、自民党内でも知的
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財産戦略調査会・知的インフラ推進小委員会での検討が始められ

ていることなどが説明された。 

〇次のような意見が出された。 

・着々と進んでいるという状況なのか。 

・自民党内で検討する場ができたということである。 

・ある程度の自治体では、価格だけが問題なのではないという認識

はあるのではないか。 

・「知的」というからにはある程度の要項のようなものをつけない

といけないかもしれない。 

５．その他 

○白井委員より業務環境改善ＷＧで、働き方、財政、会費について

のアンケートを行い、現在まとめ方について検討中である旨、説

明された。 

○次回委員会の開催 

本日は欠席者が多かったため、次回の日程については改めて日程調整

を行うこととした。   

 

■第６回法制度対応特別委員会議事概要 

日 時 令和２年２月２６日（水）１０：００～１２：００ 

場 所 日事連会議室 

出席者 委員長   児玉耕二 

    委 員   白井勇、黒木正郎 

        事務局   居谷、前田、伊東、松谷、永井、吉田 

欠席者 委 員  栗原信幸、宮原浩輔、西川英治、戸田和孝 

議 事  

  委員長より、議題１から３については報告事項として、さらに

議題４については前回から引き続き、議論を行いたいとの発言が

あった。 

（１）ＣＭ方式検討会のその後について 

  事務局より、資料１によって次の説明がなされた。 

・本検討会は、２カ年で検討中である。 

 ・契約約款については建築と土木で分かれて検討してきた

が、成果物の無い類の契約は著作権が発生しないことから

著作権条項が無くなり、建築と土木で概ね差がないように

まとめられており、設計団体として異論はないところであ

る。 

・ガイドラインは昨年度末にとりまとめられた案であり、活

用方針等を全体会に戻した上で今後議論していく。 

・現時点でまとめた意見書を三会より国交省あてに提出する

予定である。ＣＭＲの参加要件としては、資料１９ページ

の図４－６が提示されているところであるが、「一級建築

士＋補完的要件」と整理するよう要望する。さらに、関係

者の立ち位置としての資料１４ページの図３－１について

は、意見書の関係図に差し替えるよう意見を出す。 

・三会による意見書とは別に、ガイドラインに関する意見と

して、インセンティブについて意見を追加提出した。 

 委員等より、以下の発言がなされた。 

・三会からの要望書に対する国交省側の感触はいかがか。 

 ―国交省の関係部署に持参したが、現在のところまだ反応

はない。住宅局長からは「理解する」との回答をいただ

いた。意見書の内容については業界紙に掲載されたが、

それ以降特に動きはない。資格関係は対応が困難という

印象である。 

・ＣＭ協会は何故か土地・建設産業局との関係が強力である

が、ＣＣＭＪだけに特化するのは好ましくない。ＣＣＭＪ

は民間資格であり、要件として一級建築士＋「ＣＣＭＪの

み」というのは問題ではないか。ＣＣＭＪ「等」とする

等、変更が必要と考える。建築士法上の責任が建築士には

あり、土木の工事発注と生産行為は異なるという立ち位置

を理解する必要がある。 

・ＣＭ協会によると、「一級建築士＋ＣＣＭＪ」の要件で進

めていくことで決着と認識されているようである。 

・ＣＣＭＪは民間資格だが、国交省が認めているというこ

とか。 

  ―国交省としては、特にＣＣＭＪを認めているわけではな

い。 

・ＰＭ協会やＦＭ協会をとり込んでＣＭ協会と対立するこ

とも可能であろう。 
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・古坂先生、大森先生に至急お願いする必要があるのでは

ないか。 

  ―個人の先生に団体としてお願いすることは考えていな

い。 

・検討会のメンバーにも意見書を提出すべきではないか。 

・意見書は早急に出すべきだろう。 

  ―会長を含め、三会で検討する。 

・要件として、一級建築士は必須で、その追加として民間 

資格ＣＣＭＪ「等」に修正が必要であろう。 

（２）「品確法」運用指針の策定 

  事務局より、資料２によって次の説明がなされた。 

・告示９８号を入れるべきと主張したが、入っていないた

め、解説の中で盛り込むよう検討している 

・適切に履行しているか、全国的に調査把握する仕組みが

構築される予定である。 

・各単位会まで周知済みである。 

委員等より、以下の発言がなされた。 

・来年度、単位会向けにどのように説明をできるか考える

必要がある。要望がある単位会に対しては丁寧に対応す

べきである。 

・役員における女性の割合や産休・育休制度の充実等、女

性活用を推進していると、プロポーザルの認定ポイント

となると考えられている。 

・社会貢献も評価のポイントとなっていく。 

・東京会では女性活用検討の委員会を設置し検討を行って

おり、事務所の見学会等も行っている。個人事務所はま

だ認識が甘い印象であるが、組織事務所はしっかりと整

備している。 

・周知を図る機会を設定していくことも重要であろう。指針

の普及が重要である。     

・実態と今後の状況を見極めながらどのような指針が必要か

検討していく必要がある。 

（３）畜舎の検討 

事務局より、資料３によって次の説明がなされた。 

 ・２月４日から委員会が始まり、日事連からは北海道会推薦

の委員が出席している。 

 ・農業関係者によれば、畜舎はこれまで基準法による規制を

掻い潜って造られてきたとのことである。一方で、財政面

で公的補助の対象となるようになり、施設としての建築基

準が必要となったが、法の基準を緩和するよう要望が出て

いる。 

 委員等より、以下の発言がなされた。 

 ・火災等の災害の際に問題となる。委員に消防関係者が欠け

ているのではないか。 

 ・牛舎の場合、中に高価な機械が入っているため、問題が大

きくなる可能性がある。 

 ・雪や強風対策に適した建物が必要とされる。 

 ・基準を緩和すると波及効果が懸念される。 

 ・北海道においては、基準に係る審査を本庁にて行っている

とのことで、審査に時間を要している。制度自体を変更す

るよりも、審査の簡略化を目指す方が効果的ではないか。 

（４）業法に向けた課題について 

  事務局より、資料４によって次の説明がなされた。 

  ・主な国家資格と関係団体への加入や更新制、開設者の要件 

等についてとりまとめた。 

  引き続き、委員長より、建築士事務所はもともと個人で開業 

可であったが、その後、法人としても開業できるような方向に

進んだ。業法としては、医師法の形を目指している。今後の方

向性としては、『「開設者の責務と管理建築士の役割」の検討

の進め方』について検討していきたい、との発言がなされた。 

さらに、委員等より、以下の発言がなされた 

  ・いきなり全員加入はハードルが高い。開設者要件の充実の

検討が現実的ではないか。 

  ・開設者や管理建築士に５年に一回程度研修等を受けさせ

てはどうか。 

  ・建設業においても開設者に要件がある。 

  ・教育・情報委員会から国交省に提出した要望について

は、国交省より、法律改正事案なのか、もしくは受講の
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促進を目指しているのか問われた。将来的課題として、

受講の促進を目指すように作り替えて整理する予定であ

る。受講義務化には、法律改正が必要である 

  ・会員の声によると、開設者の受講義務、管理建築士の受

講定期化について、建築士の定期講習を５年に延ばし、

管理建築士と合わせて義務化すべきと議論されている。 

  ・開設者の研修には、働き方改革等のマネジメント分野

等、建築士とは異なる内容も必要である。ハラスメント

対策等を含めた講習会を設置する等、講習内容の吟味が

必要となる。 

  ・レオパレス問題においては、建築士が処分され、管理建

築士も処分された。管理建築士が処分されることは少な

いが、管理建築士が責任者となっていればその者が処分

される。 

  ・開設者に何を学ばせるか、さらに、管理建築士に何を学

ばせるかを検討することが課題である。 

・管理建築士にはなぜ更新制度がないのか。定期講習がな

いのは、事務所の管理といった全体的なマネジメント分

野は一度学べば不変という考えによるものである。管理

建築士も建築士として定期講習を受けるため、管理建築

士としての講習は設置されないところである。 

・定期講習は、テキストの内容が極端に専門的である等バ

ランスが悪い。基本をもっと重視すべきである。 

・管理建築士への受講項目等を整理していきたい。 

・定期講習を受けない開設者の要件をどう整理していく

か。 

・今後は法改正を目指すのではなく、管理建築士が開設者

の場合でも、講習の受講を促進していく。定期講習を受

けない開設者がどのように研修を受けるべきかが課題で

ある。 

・従来は開設者＝管理建築士という考え方が主流であった

が、開設者が建築士の場合、問題発生により処分されると

社内全体の問題となるため、リスク分散のため開設者と管

理建築士の分担が必要とされてきた。 

・管理建築士は事務所の管理を行い、契約当事者は開設者で

あるため、契約責任の所在は開設者となる。 

・管理建築士が複数名いれば、問題が生じても運営を継続で

きる。  

最後に、委員長より、建築基準法による管理建築士の処分例 

について整理するよう事務局に指示がなされた。  

次回開催予定 

令和２年５月１９日（火）１０：００～１２：００ （Ｗｅｂ会議） 

（配付資料） 

資料１ ＣＭ方式（ピュア型）の制度的枠組みに関する検討会第４

回分科会（建築） 

ガイドラインに関する意見 

資料２ 発注関係事務の運用に関する指針の改正について 

    「発注関係事務の運用に関する指針（運用指針）」改正に

ついて 

資料３ 新たな畜舎建築基準等のあり方に関する検討委員会 

資料４ 主な国家資格等一覧 

 

■第７回総務･財務委員会議事概要（Ｗｅｂ会議） 

日 時 令和２年２月２６日（水）１３：３０～１５：５０ 

場 所 日事連会議室（白井委員長、児玉担当副会長、事務局） 

    所属単位会事務局（栗原委員、小林委員、内田康博委員、

車田委員、内田要委員） 

出席者 委 員 長   白井 勇 

    委  員   栗原信幸、小林正澄、内田康博、車田  聡、

内田 要 

        担当副会長 児玉耕二 

    事 務 局   居谷、前田、伊東、松谷、永井 

欠席者 副委員長   植村吉延 

    委  員  原 行雄 

議 事 

（１）令和２年度事業計画について 

  事務局より、資料１によって令和２年度事業計画について、定

例の項目の他、財政の検討を筆頭に本委員会で協議検討を行いた
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い旨説明がなされた。 

  協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。     

（２）令和２年度収支予算について 

  事務局より、資料２によって令和２年度収支予算について概要 

説明後、居谷専務理事より次の説明がなされた。 

  改正建築物省エネ法の施行により、小規模住宅の建築物につい 

ては建築士から建築主に省エネ性能の説明が義務付けられる。つ 

いては、この改正に関して講習会の開催を企画検討しており、国 

庫補助事業となれば、受講料無料とし、全国で実施可能となる。

なお、本事業については、令和２年度予算案には計上をしてい 

ないため、後に予算修正を行うこととなる。 

  委員等より次の意見等が出された。 

・省エネの講習会経費については、日事連から単位会へ一律で 

支給されるのか。 

→経費については、実績ベースでの精算を想定している。 

・全国大会の経費は、今後の大会もこれまで通りの金額を負担 

していくのか。 

→熊本大会までは現状のまま担保されているが、それ以後は減 

額目標としている。 

・ＪＡＦＦ－ＭＳＴの経費については、単位会は、使用の有無 

に関係なく毎年１万円は必ず負担するのか。 

→使用している単位会には年１万円の負担をお願いしている 

が、令和元年度より全単位会が使用することとなったため、 

全単位会にご負担いただいている。 

・既存住宅状況調査技術者講習は、業務が減少している状況で 

３,０００名の受講者が見込めるのか。 

→前回の実績を基に人数を計上しているが、受講者の減少はあ 

り得る。 

協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。 

（３）令和２年５月からの八丁堀ＮＦビル賃貸借契約更新について 

   事務局より、資料３によって次の趣旨の説明がなされた。 

令和２年４月末で、日事連事務局が入居する八丁堀ＮＦビルの 

賃貸借契約が満了となる。現在は、坪単価１３,１５０円（共益 

費及び消費税を除く。以下同）の賃料で５年の定期賃貸借契約で 

あるが、家主から提示された契約更新条件は、坪１３,５０１円 

であった。佐々木会長の指示のもと、事務局で引き下げ交渉を重 

ねた結果、東京オリンピック・パラリンピックに向け近隣のオフ 

ィスの賃料が上昇しており、オーナーは引き下げに難色を示した 

が、２５年の入居実績と団体としての信用が評価され、最終的に 

賃料据え置きとなった。 

 協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。 

（４）第４４回建築士事務所全国大会（福井大会）の実施要項（青

年話創会２０２０福井大会実施要項含む）について 

  事務局より、資料４－１及び資料４－２によって次のとおり概 

要説明がなされた。 

  令和２年度の福井大会は、大会テーマを「未来を拓く まち・

ひと・建築」、大会スローガンを 『「福」居るまちで考える 考

福なまち/次代を担うひと/つなぐ建築』として、１０月９日を中

心に福井市のフェニックス・プラザ等を会場として開催する。 

 大会行事は、大会式典、日事連建築賞作品展示、記念パーティの

他、基調講演及びパネルディスカッションを開催する予定として

いる。また、大会式典前日には青年話創会を開催する。大会参加

費は４,０００円／人、パーティ参加費は１２,０００円／人で、

予算総額は３,５００万円である｡ 

  青年話創会２０２０（福井大会）に係る費用負担については、

これまでと同様に、全額日事連負担とする。開催経費は福島大会

を参考にし、企画・運営等の準備委員会に係る経費（交通費等）

も含め、予算は１５０万円を上限としている。 

  なお、福井会では、８日夜に「単位会会長懇親食事会（仮）」

を会費制で実施することを検討している。 

  協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。  

 

（５）青年話創会２０１９（福島大会）報告書について 

 事務局より、資料５によって次のとおり概要説明がなされた。 

本報告書は、青年話創会２０１９（福島大会）で行われた「災

害に備える未来のまちづくり」をテーマとしたテーブル討議をと

りまとめた他、参加者のアンケート結果、生の声等も掲載した。

単位会に周知し、活用を促したい。 
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  協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。  

（６）会員増強及び働き方改革に関するアンケートの回答状況につ

いて 

事務局より、資料６－１及び資料６－２によって次の趣旨の説 

明がなされた。 

 会員増強検討ＷＧでは、単位会における会員増強活動の実施状

況等に関するアンケートを実施し、回答を取りまとめ、最終報告

書として作成を進めているところである。 

  また、建築士事務所の業務環境改善ＷＧでは、働き方改革に関 

するアンケートを会員事務所を対象にＷｅｂで実施し、９７４件

の回答があり、調査報告書としてとりまとめた。現時点では未定

稿であるが、今後修正加筆等を行い報告したい。 

  委員等より次の発言がなされた。 

・会員増強のアンケートは今後どのように活用していくのか。 

・入会活動において入会のメリットを問われる。 

→事例集のような形で単位会へ報告したいと考えている。また、 

単位会からの日事連への要望に対しての対応も検討する必 

要があり、事務所協会への加入メリットについて検証してい 

くことも課題であるが、今のところは情報提供であろう。 

・今後のスケジュールはどうなっているのか。 

→まずは、５月までにとりまとめていきたい。その後は検討が 

必要である。 

  ・適時を逸せずまとめていくとよい。 

・働き方改革に関するアンケートの回答率が６.６％と低すぎ 

る。回答結果を公表して良いものかどうか。 

・回答率が低いこともあり、読み解くのは難しい。 

・事務所の規模に応じたクロス集計などを取り入れると面白い

データがとれるかもしれない。 

・アンケートの集計だけでなく、労働に関する具体的な取り組 

み方の事例はあるのか。 

 →自由回答として、労働時間の縮減に成功した事例等は掲載さ 

れている。 

・本アンケート調査結果の一部については、国交省官庁営繕部 

との打合せ等で参考資料として活用している。 

・本アンケートは、会員事務所の働き方改革関連法についての 

認識度の確認や内容の周知を図ることも目的として実施し 

た。 

  協議の結果、原案のとおり常任理事会に提案することとした。  

（７）財政検討について 

白井委員長及び事務局より、資料７－１から資料７－３によっ 

て次のとおり説明がなされた。 

資料７－１の財政検討に関するロードマップは、以前より各ブ 

ロック及び全国会長会議で指摘されている会費や会誌の発行方 

法の他、日事連の活動に関する検証・検討を進めるにあたり、検 

討が必要と思われる項目とスケジュールを示したものである。昨 

年１２月の全国会長会議にも提出し、令和３年度の予算に反映す 

べく検討する旨、報告した。 

資料７－２は、単位会へ財務に関するアンケートを実施し、回 

答をとりまとめたものである。各会の財務管理方法や財務状況並 

びにこれらに関する課題への取り組みを把握していきたい。  

資料７－３は、昨年９月に単位会の会費等の調査を行った結果 

である。前回調査した以降に変更等があった箇所については、朱 

書きしている。 

  委員等より次の発言がなされた。 

  ・日事連が赤字にならなければ、会費の減額や単位会へ払い戻 

すことも検討してほしい。 

 ・各単位会によって収支状況は異なるが、プラス・マイナスで 

均衡している。平均するとプラスの傾向である。 

 ・調査業務があると黒字になるが、事業全体としては縮小傾向 

である。 

・アンケートに基づいて良い策を考えてほしい。 

・会員が減少していく中で、これからの５年間でやるべきこと 

と内部留保について検討中である。参考になる事例があると 

よい。 

・単位会による差が大きい。努力の仕方にも差があるのではな 

いか。 

・単位会の年会費にも差がある。年会費を値下げしたことで 

会員数が増加しているかを知りたい。 
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・日事連の会費は１事務所月９００円だが、所員数に応じた会 

 費設定はできないか。人数による会費を検討してほしい。 

・日事連の会費を下げてほしいという声があったことで財務 

に関する調査を今回行ったのではないか。単位会ありきの日 

事連ではないか。 

・単純に会費を下げればよいという訳でない。ストレートに会 

費を下げろとの声が出てくるが、全体としてどうすべきか考 

えていく必要がある。 

・収益性の低い事業の見直しも考える必要がある。 

協議の結果、引き続き検討していくこととした。 

（８）令和２年度の主な会議日程について 

  事務局より、資料８によって、令和２年度の主な会議日程につ 

いて説明がなされた。 

  

次回開催予定 

令和２年５月１９日（火）１３：３０～１６：３０（Ｗｅｂ会議） 

        

（配布資料） 

 第６回議事概要  

 資料１：令和２年度事業計画（案） 

 参考：小規模非住宅省エネ関係講習会企画（案） 

 資料２：令和２年度収支予算（案） 

 参考：令和２年度収支予算編成の主要事項（案） 

 資料３：令和２年５月からの八丁堀ＮＦビル賃貸借契約更新につ

いて  

 資料４－１：第４４回建築士事務所全国大会（福井大会）の実施

要項（案） 

   参考：その他の行事等 

資料４－２：青年話創会2020福井大会実施要項（案） 

資料５：青年話創会2019福島大会報告書 

資料６－１：会員増強活動に関するアンケート調査 

資料６－２：働き方改革に関する調査報告書（案）  

資料７－１：日事連財政検討に関するロードマップ（工程表） 

資料７－２：単位会の財務に関するアンケート調査 

資料７－３：単位会・会費調査集計表 

資料８：令和２年度の主な会議日程 

 

■主な行事予定 

令和２年 

   ４月２０日 

     ２８日 

   ５月１３日 

     １４日 

広報・渉外委員会（Ｗｅｂ会議） 

教育・情報委員会（Ｗｅｂ会議） 

ＢＩＭと情報環境ＷＧ（Ｗｅｂ会議） 

業務・技術委員会（Ｗｅｂ会議） 
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令和２年３月末　会員・構成員異動報告等

１．期　　　 間　　　  令和２年３月１日～３月３１日
２．会 員 在 籍　   　 正会員　４６団体 構成員 １４,５８８事務所
　　　 　 　 　　      賛助会員　６社

増　減
北海道 - 7 1,015 4,364 23.3 % 272 26.8 %
青　森 - 2 174 941 18.5 % 42 24.1 %
岩　手 - 6 259 904 28.7 % 67 25.9 %
宮　城 - 2 346 1,973 17.5 % 76 22.0 %
秋　田 146 1,055 13.8 % + 1 46 31.5 %
山　形 181 1,161 15.6 % 58 32.0 %
福　島 - 3 233 1,584 14.7 % + 1 64 27.5 %
茨　城 - 14 468 1,975 23.7 % - 1 159 34.0 %
栃　木 - 2 167 1,358 12.3 % 80 47.9 %
群　馬 - 3 195 1,698 11.5 % + 1 96 49.2 %
埼　玉 - 13 473 4,786 9.9 % 131 27.7 %
千　葉 - 4 365 3,409 10.7 % + 1 113 31.0 %
東　京 - 9 1,594 14,734 10.8 % + 7 597 37.5 %
神奈川 + 5 752 6,036 12.5 % + 4 210 27.9 %
新　潟 - 5 313 2,267 13.8 % + 1 134 42.8 %
長　野 - 11 402 2,104 19.1 % 114 28.4 %
山　梨 - 1 109 843 12.9 % 11 10.1 %
富　山 + 1 308 1,198 25.7 % 64 20.8 %
石　川 - 2 306 1,287 23.8 % + 1 59 19.3 %
福　井 + 1 226 977 23.1 % 54 23.9 %
静　岡 - 1 409 3,104 13.2 % 127 31.1 %
愛　知 - 12 542 5,086 10.7 % + 2 145 26.8 %
三　重 - 1 193 1,235 15.6 % + 1 65 33.7 %
滋　賀 - 3 185 1,149 16.1 % 36 19.5 %
京　都 - 1 365 2,061 17.7 % + 2 107 29.3 %
大　阪 + 10 820 6,420 12.8 % + 1 224 27.3 %
兵　庫 - 17 366 3,551 10.3 % + 2 108 29.5 %
奈　良 + 1 107 915 11.7 % 24 22.4 %
和歌山 124 764 16.2 % 24 19.4 %
鳥　取 108 481 22.5 % 48 44.4 %
島　根 - 2 117 626 18.7 % 60 51.3 %
岡　山 + 3 384 1,477 26.0 % 71 18.5 %
広　島 - 5 349 2,327 15.0 % + 1 141 40.4 %
山　口 - 4 107 1,048 10.2 % 38 35.5 %
徳　島 - 1 106 835 12.7 % 14 13.2 %
香　川 - 3 90 1,080 8.3 % + 1 18 20.0 %
愛　媛 - 1 173 1,129 15.3 % 44 25.4 %
高　知 - 3 135 632 21.4 % + 1 28 20.7 %
福　岡 - 1 462 3,689 12.5 % + 3 162 35.1 %
佐　賀 + 1 187 584 32.0 % + 1 45 24.1 %
長　崎 - 6 241 832 29.0 % 42 17.4 %
熊　本 + 2 228 1,400 16.3 % 101 44.3 %
大　分 - 6 157 873 18.0 % 42 26.8 %
宮　崎 114 1,071 10.6 % 50 43.9 %
鹿児島 - 4 298 1,233 24.2 % + 1 85 28.5 %
沖　縄 - 1 189 1,297 14.6 % 66 34.9 %
計 - 132 14,588 99,553 14.7 % + 32 4,362 29.9 %

※建築士事務所登録数(Ｂ)は平成31年４月１日時点の数字である。

加入率(C／A)
単位会

登録数(Ｂ) 加入率(A／B)
 建築士事務所登録

加入数(Ｃ)
賠償責任保険

増　減
構成員
在籍数(Ａ)
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